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第２章 高齢者の在宅生活を支えるサービスの充実 

第１節 認知症になっても安心して暮らせる体制の構築 

 

 

本市は、65 歳以上の人口に占める認知症高齢者の割合が令和元年 10 月現在 12.1％

となっており、今後は団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年、団塊の世代ジュニアと

呼ばれる世代が 65 歳となる 2040 年に向けて、介護を必要とする高齢者の増加傾向に

あるため、認知症高齢者数も増加することが予想されます。 

認知症になっても、地域で安心して住める取り組みとして、早期発見の取り組みとし

て認知症初期集中支援チーム員による支援や、認知症高齢者早期発見促進事業を実施

してきました。 

若年性認知症の方への支援については、医療機関から県が実施する若年性認知症相

談窓口を経由して、霧島市地域包括支援センターへの情報提供を受け、支援している状

況です。 

 

 

 

 

⚫ 通いの場等における認知症予防の取り組みの推進 

⚫ 本人ミーティングによる、本人発信の支援 

⚫ 早期発見・早期介入・早期支援に関する取り組み 

⚫ 若年性認知症の方への支援、普及・啓発 

⚫ 認知症を地域で支える取り組み 

⚫ 認知症ケアパス等による地域資源の普及・啓発 

 

 

 

認知症は誰もがなりうることから、認知症の方やその家族が地域のよい環境で自分

らしく暮らし続けるためには、認知症への社会の理解を深め、地域共生社会を目指す中

で、認知症があってもなくても、同じ社会の一員として地域をともにつくっていくこと

が重要です。 

そのために、認知症の方や介護者、医療機関や介護保険事業所等の実態把握等行い、

本市の認知症支援の課題を明確にし、具体的な施策につなげることを目指します。 

また、相談窓口の周知を図り、気軽に相談できる地域づくりを推進し、認知症の方に

寄り添った支援を目指します。  

① これまでの取り組みと現状 

 

② 課題 

③ 基本事業の方向性 
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１ 認知症高齢者対策の拡充 

本市では、認知症高齢者対策として関係機関と行政が連携を取り合い、一体となって

早期発見・早期対応に継続して取り組み、認知症の方への伴走型の支援体制が取れるよ

うにニーズに寄り添った支援体制の拡充と総合的な認知症対策の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社平成 30年度厚生労働省老人保健健康増進 

等事業「地域支援事業における連動性の確保に関する調査研究」報告書概要版を基に加工 

 

２ 本人発信支援・本人ミーティング 

認知症の人本人が、自分の希望や必要としていること等を本人同士で語り合う「本人

ミーティング」の取り組みについて、現在、認知症当事者やその家族と接し支援を行っ

ている介護保険サービス事業所等と連携し、当事者の意見の把握を行ってまいります。

認知症の人本人の視点を認知症施策の企画・立案や評価に反映するよう努めます。 
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３ 認知症共生に向けた取り組み 

（１）認知症カフェ 

事業概要 

認知症の方とその家族、また、地域住民や専門職など誰もが気軽に集うことが

できる場所となり、認知症の方とその家族が安心して過ごすための地域で支え

る出発点となるものです。 

同時に、認知症サポーター等の活躍の場、チームオレンジの活動拠点となって

さらに場を増やしていくことを目指します。また、今後も実施体制の継続した支

援を行います。また、カフェの中で、認知症の人本人が自らの言葉で希望や生き

がいの発信を支援することを目指します。 

事業区分 認知症総合支援事業 

対象者 
認知症が疑われる方や認知症の方、及び

その家族 
開始年度 2016(平成 28)年度 

事業関係者 認知症対応型通所介護、認知症疾患医療センター 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

設置箇所数 2箇所 10箇所 

 

（２）私のアルバム等の活用・普及啓発  

事業概要 

認知症の方の個性、想い、人生の歴史等を持つ主体として尊重し、できる限り

各々の意思や価値観に共感し、できないことではなく、できることやできる可能

性のあることに目を向けて、本人が有する力を最大限に活かしながら、地域社会

の中で本人のなじみの暮らし方やなじみの関係が継続できるよう、伴走者とし

て支援していくことが重要である。そのツールとして、私のアルバムやマイライ

フノート（県医師会作成）等を活用し、本人の理解の促進を図ります。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（社会保障充実分）認知症総合支援事業 

対象者 
認知症が疑われる方や認知症の方、及び

その家族 
開始年度 2010(平成 22)年度 

事業関係者 
霧島市地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、小規模多機能型居宅介護事

業所 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

私のアルバム等の配布数 ――― 1,500部 
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４ 早期発見・早期介入・早期支援に向けた取り組み 

（１）認知症高齢者早期発見促進事業 

事業概要 

認知症の疑いのある方に、もの忘れ外来受診券を発行し、認知症の早期発見・

早期治療を促進する事業です。 

令和 2 年度より後期高齢者医療の事業である長寿健診の問診票の認知機能に

関する設問の該当者に対して、医療機関受診を勧奨する流れを作成しました。 

今後は、もの忘れ外来の利用が増え、認知症の早期発見につながっていくよ

う、継続して支援を行っていきます。 

事業区分 保健福祉事業 

対象者 認知症が疑われる方 開始年度 2011(平成 23)年度 

事業関係者 受託医療機関 認知症初期集中支援チーム（霧島市地域包括支援センター） 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

受診券発行数 5枚／年 50枚／年 

 

（２）認知症初期集中支援推進事業 

事業概要 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮ら

し続けることができるよう、認知症やその家族に早期に関わり、早期診断・早期

対応に向けた支援を行うことを目的として、「認知症初期集中支援チーム」を霧

島市地域包括支援センター内に配置しています。 

今後も、若年性認知症への対応も含め、早期診断に繋がるように、霧島市地域 

支援センター職員と連携しながら、ケースワークに取り組みます。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（社会保障充実分）認知症総合支援事業 

対象者 
認知症が疑われる方や認知症の方、及び

その家族 
開始年度 2018(平成 29)年度 

事業関係者 認知症初期集中支援チーム（霧島市地域包括支援センター） 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

相談件数 111件／年 120件／年 

チーム員会議検討数 99件／年 110件／年 
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５ 若年性認知症の人への支援、普及・啓発 

（１）若年性認知症の人への相談支援 

事業概要 

県の相談窓口に配置されている、若年性認知症支援コーディネーターと連携

した支援を継続して行ってまいります。 

若年性認知症の人とその家族、また、地域住民や専門職など誰もが気軽に相談

できる相談機関として霧島市地域包括支援センターの普及・啓発をいたします。 

事業区分 認知症総合支援事業 

対象者 
若年性認知症が疑われる人や若年性認

知症の人、及びその家族 
開始年度 ――― 

事業関係者 霧島市地域包括支援センター 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

相談件数 ――― 50件 

 

６ 認知症を地域で支える取り組み 

（１）認知症サポーター養成 

事業概要 

認知症に対する正しい知識と理解を持ち、認知症の偏見をなくし、地域の中で

認知症の人やその家族が、住み慣れた地域で安心して生活が続けられるよう、地

域住民・学校・商工事業所等の方々が認知症の方々の適切な支援が行えるように

正しい理解を深めていくための支援を行っています。 

今後は、幅広い世代を対象に講座を開催し、さらなる養成を進めるとともに、

養成した認知症サポーターがステップアップとして、介護予防ボランティア等

に参画するなど、活動の活性化を図ります。 

事業区分 地域支援事業 任意事業 その他の事業 

対象者 市民 開始年度 2008(平成 20)年度 

事業関係者 
認知症地域支援推進員（霧島市地域包括支援センター）、認知症キャラバンメイ

ト 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

認知症サポーター養成数 15,765人 19,000人 
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（２）認知症高齢者等見守りネットワーク事業 

事業概要 

認知症の人が住み慣れた場所で安心して住み続けられるように、地域の関係

機関や地域住民が理解しあい、力を合わせて、認知症の人等を支援する仕組みを

つくります。 

地域の取り組みとして、認知症の人を支援するためのＳＯＳ模擬訓練等を行

います。 

また、日常的に家庭訪問を行うなど、高齢者等と関わることが多い団体や民間

の事業所と連携した認知症高齢者等見守りネットワークを構築し、異変への対

応や、また認知症高齢者等が行方不明になった際に、見守りアプリ等のＩＣＴを

活用した捜索等の仕組みづくりを目指します。 

事業区分 地域支援事業 任意事業 家族介護支援事業 

対象者 地縁団体 開始年度 2015(平成 27)年度 

事業関係者 
霧島市地域密着型サービス事業者連合会、霧島市地域包括ケア・ライフサポート

ワーカー、認知症サポーター 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

認知症高齢者等見守りネットワーク

会議の開催 
――― 年 2回 

 

（３）霧島市認知症専門部会の開催 

事業概要 

本市では、認知症疾患医療センター長、認知症初期集中支援チーム認知症サポ

ート医、薬剤師会会長、歯科医師会会長、認知症カフェ開催者、県保健師、家族

会会長等からなる「霧島市認知症専門部会」を立ち上げました。年に２回部会を

実施し、市の実施事業の有効性や改善点の検討、今後展開が望まれる事業の検討

を行い、問題解決につなげます。 

今後も継続して実施いたします。 

事業区分 認知症総合支援事業 

対象者 ――― 開始年度 2019(令和元)年度 

事業関係者 
認知症疾患医療センター長、認知症初期集中支援チーム認知症サポート医、薬剤

師会会長、歯科医師会会長、認知症カフェ開催者、県保健師、家族会会長等 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

開催数 2回／年 2回／年 
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７ 認知症ケアパス等による地域資源の普及・啓発 

（１）認知症ケアパス 

事業概要 

認知症ケアパスとは、「認知症の人の状態に応じたサービス提供の流れ」を示

したもので、認知症ではないかと思った時や認知症と診断を受けた時に、どこに

相談すればよいか、どのような制度が使えるかなどの情報をまとめたものとな

ります。 

本市ホームページに公開しているほか、関係機関等へ配布を行うことで周知

に努めていくとともに、本市の社会資源等の状況が変化した場合など必要に応

じ改訂を行います。 

事業区分 
地域支援事業 包括的支援事業（社会保障充実分） 

認知症総合支援事業 

対象者 

一般市民 

認知症を支援する関係者 

認知症の人及びその家族 

開始年度 2020(令和 2)年度 

事業関係者 
霧島市地域包括支援センター、医療機関、介護サービス事業者、認知症サポータ

ー 

事業評価指標（活動指標） 令和２年度実績 目標（見込） 

設置箇所数 385箇所 400箇所 
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本市の認知症ケアパス 
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第２節 在宅生活を支える支援体制の拡充 

 

 

平成 30年度から、介護認定を受けた方への自立支援・重度化防止に向けた支援と、介

護支援専門員等のケアマネジメント支援を目的に地域ケア個別会議を開始しました。  

会議に参加する専門職は医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士、リハビ

リ専門職等の 12 職種の専門職で、各専門職の視点からケアプランを検討することによ

り、専門的な気づきを得ることができ、ケアプランに反映することができました。また、

参加する介護支援専門員等やサービス提供事業所の連携も図れる機会となりました。 

令和元年度からは、地域ケア個別会議の実施回数を増やし、検討するケアプラン数も

増え、介護認定を受けた方の生活課題の情報を共有しました。 

また、地域共生社会の実現に向けて、相談支援体制の強化を目的に、まちかど丸ごと

相談所を設置し、高齢者に限らず、子どもや障害者等の相談への対応力の強化を図り、

更に、包括的相談支援体制の整備を目的に、こども・くらし相談センターを開設し、霧

島市地域包括支援センターの職員を配置しました。 

加えて、在宅生活を支える支援体制として医療と介護が両方必要とする方への切れ目

ない支援として、医療機関と介護事業所等の連携体制を関係機関と協議してまいりまし

た。 

 

 

 

⚫ 地域ケア個別会議で得られた介護認定を受けた方の生活課題とそれを踏まえた本市

の地域課題の抽出 

⚫ 生活支援・介護予防サービスの基盤整備を推進 

⚫ 包括的相談支援体制の強化 

⚫ 在宅医療・介護連携体制の充実 

 

 

 

地域包括ケアシステムの構築を進めるにあたっては、地域ケア個別会議により、高齢

者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を図っていくことが重要で

す。地域ケア個別会議で得られた生活課題や地域課題の要因を探り、自立支援に資する

ケアマネジメント支援や、多職種協働によるネットワークの構築、資源開発等に取り組

み、霧島市地域包括ケア・ライフサポートワーカー等と協働で行う相談体制の強化を図

ります。 

在宅医療及び介護が円滑に提供される仕組みを目指し、特に看取りに関する取り組み

や認知症の方への対応力の強化などに取り組み、関係機関等と課題を共有し推進します。 

① これまでの取り組みと現状 

 

② 課題 

③ 基本事業の方向性 
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１ 地域ケア会議の充実 

（１）地域ケア会議推進事業 

事業概要 

地域ケア個別会議では、ケアマネジメント支援及び個別事例の課題解決を目的

に、多職種協働により実施します。また、関係者間の連携を深める機会となり、

今後も重点的に実施していきます。そのために、地域ケア個別会議の運営の強化

と、司会者、助言者の資質向上のための研修会を行います。 

今後は、個別の検討で把握された地域課題の課題解決に向けた関係機関等への

政策への提言を行ってまいります。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（社会保障充実分） 

対象者 
介護支援専門員等プラン作成担当者、サ

ービス提供事業所担当者等 
開始年度 2018(平成 30)年度 

事業関係者 医師会・歯科医師会・薬剤師会等、各専門職団体 12職種 他 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績（年間） 目標（見込） 

プラン支援地域ケア会議（市・包括共催） 9回 6回 

自立支援地域ケア会議（市・包括共催） 7回 48回 

随時の地域ケア会議（包括主催） 92回 120回 

地域包括支援ネットワークケア推進会議（包括主催） 20回 20回 

地域ケア推進会議（市主催） 新規 年１回 

 

地域ケア会議の５つの機能 

 機能 概要 

1 個別課題の解決 

多職種が協働して個別ケースの支援内容を検討するこ

とによって、高齢者の課題解決を支援するとともに、介

護支援専門員の自立支援に資するケアマネジメントの

実践力を高める機能 

2 
地域包括支援ネット

ワークの構築 

高齢者の実態把握や課題解決を図るため、地域の関係

機関等の相互の連携を高め地域包括支援ネットワーク

を構築する機能 

3 地域課題の発見 
個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより、地

域に共通した課題を浮き彫りにする機能 

4 地域づくり資源開発 
インフォーマルサービスや地域の見守りネットワーク

など、地域で必要な資源を開発する機能 

5 政策の形成 
地域に必要な取り組みを明らかにし、政策を立案・提言

していく機能 
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２ 自立に向けた生活支援サービス 

（１）第１号訪問事業（訪問型サービスの概要と全体像） 

事業概要 

要支援者等に対して、要介護状態等となることの予防または状態の軽減若し

くは悪化の防止及び地域における自立した日常生活の支援を実施することによ

り、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるように居宅を訪問

してサービスを実施します。 

事業区分 地域支援事業 総合事業 介護予防・生活支援サービス事業 

対象者 要支援認定者、事業対象者 開始年度 2017(平成 29)年度 

事業関係者 訪問介護事業所、シルバー人材センター 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

訪問型サービスＡ利用者数 57人 80人 

 

 

 

基準 従前の訪問介護相当 多様なサービス 

サービス 

種別 

①訪問介護 

 

②訪問型 

 サービスＡ 

（緩和した
基準による
サービス） 

③訪問型 

 サービスＢ 

（住民主体
による支援） 

④訪問型 

 サービスＣ 

（短期集中
予防サービ
ス） 

⑤訪問型 

 サービスＤ 

（移動支援） 

サービス 

内容 

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等 住民主体の
自主活動と
して行う生
活援助等 

保健師等に
よる居宅で
の相談指導
等 

移送前後の
生活支援 

対象者と 

サービス 

提供の 

考え方 

○既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース 

○以下のような訪問介護員によるサービ
スが必要なケース 

（例） 

・認知機能の低下により日常生活に支障が
ある症状・行動を伴う者 

・退院直後で状態が変化しやすく、専門的
サービスが特に必要な者等 

※状態等を踏まえながら、多様なサービス
の利用を促進していくことが重要。 

○状態等を
踏まえなが
ら、住民主体
による支援
等「多様なサ
ービス」の利
用を促進 

○状態等を
踏まえなが
ら、住民主体
による支援
等「多様なサ
ービス」の利
用を促進 

・体力の改
善に向けた
支援が必要
なケース 

・ ADL ・
IADL の改
善に向けた
支援が必要
なケース 

※3～6 ケ月
の短期間で
行う 

訪問型サー
ビスＢに準
じる 

実施方法 事業者指定 事業者指定 

／委託 

補助（助成） 直接実施 

／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩
和した基準 

個人情報の
保護等の最
低限の基準 

内容に応じ
た 

独自の基準 

サービス 

提供者 

(例) 

訪問介護員 

（訪問介護事業者） 

主に 

雇用労働者 

ボランティ
ア主体 

保健・医療 

の専門職 

（市町村） 

 

  

実施中 実施中 
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（２）第１号通所事業（通所型サービスの概要と全体像） 

事業概要 

要支援者等に対して、要介護状態等となることの予防または状態の軽減若し

くは悪化の防止及び地域における自立した日常生活の支援を実施することによ

り、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるようにサービス事

業所等してサービスを実施します。また、専門職が短期的かつ集中的に関与し生

活課題を明らかにし、生活機能向上及びセルフケア能力の向上を図る通所型サ

ービスＣ（短期集中型予防サービス事業）の取り組み強化を図ります。 

事業区分 地域支援事業 総合事業 介護予防・生活支援サービス事業 

対象者 要支援認定者、事業対象者 開始年度 2017(平成 29)年度 

事業関係者 通所介護事業所、市内企業・団体等 

事業評価指標（活動指標） 令和 2年度実績 目標（見込） 

通所型サービスＣの実施箇所 6箇所 10箇所 

 

 

 

基準 従前の通所介護相当 多様なサービス 

サービス 

種別 

①通所介護 

 

②通所型 

 サービスＡ 

（緩和した基準に
よるサービス） 

③通所型 

 サービスＢ 

（住民主体による
支援） 

④通所型 

 サービスＣ 

（短期集中予防サ
ービス） 

サービス 

内容 

通所介護と同様のサービス 

生活機能向上のための機能訓練 

ミニデイサービス 

運動・レクリエー
ション等 

体操、運動等の活
動など、自主的な
通いの場 

生活機能を改善す
るための運動器の
機能向上や栄養改
善等のプログラム 

対象者と 

サービス 

提供の 

考え方 

○既にサービスを利用しており、サー
ビスの利用の継続が必要なケース 

〇「多様なサービス」の利用が難しい
ケース 

○集中的に生活機能の向上のトレー
ニングを行うことで改善・維持が見込
まれるケース 

※状態等を踏まえながら、多様なサー
ビスの利用を促進していくことが重
要。 

○状態等を踏まえ
ながら、住民主体
による支援等「多
様なサービス」の
利用を促進 

○状態等を踏まえ
ながら、住民主体
による支援等「多
様なサービス」の
利用を促進 

・ADL・IADL の改
善に向けた支援が
必要なケース 

 

※3～6 ケ月の短期
間で行う 

実施方法 事業者指定 事業者指定 

／委託 

補助（助成） 直接実施 

／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した
基準 

個人情報の保護等
の最低限の基準 

内容に応じた 

独自の基準 

サービス 

提供者 

(例) 

通所介護事業者の従事者 主に 

雇用労働者 

＋ボランティア 

ボランティア主体 保健・医療 

の専門職 

（市町村） 

 

 

  

実施中 実施中 



  各論 

 

89 

 

（３）霧島市地域包括支援センター運営事業 

霧島市地域包括支援センターは、地域包括ケア推進の中核機関として各節で掲げる

現状・課題・基本事業の方向性を把握し事業間の連携・連動を意識した上で、総合相談

支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務、介護予防ケアマ

ネジメントを一体的に運営します。 

霧島市地域包括支援センターの運営は、業務量および業務内容に応じた適切な人員

配置、霧島市地域包括支援センター間及び行政との業務の役割分担の明確化と連携強

化、事業のＰＤＣＡの充実による効果的な運営を行い第三者委員会である運営協議会

に諮りながら、複合的に機能強化を図っていきます。 

 

① 総合相談支援業務 

事業概要 

地域における適切な保健･医療･介護・福祉サービス、関係機関または制度の利

用につなげる等の支援を行うことを目的として、地域におけるネットワークの

構築、実態把握、総合相談支援、家族介護者支援を行っています。 

霧島市地域包括支援センターが主体となり、適切な相談支援活動を行うため、

相談内容に応じてチーム内の複数の職種で対応し情報共有するチームアプロー

チによる体制を整えています。 

また、身近な相談場所の設置のため、日常生活圏域に支所を、連絡所として「ま

ちかど介護相談所」「まちかど丸ごと相談所」を設置し、電話、来所による相談

に随時対応しています。 

相談は多岐に渡り、消費者被害防止に関すること、判断能力の低下がみられる

高齢者の支援に関すること、生活困窮者に関すること、更には、家族間トラブル

及び障がい者世帯への支援の取り組みなど、多様なニーズに対応していくため、

関係機関等との連携した相談体制・支援体制の確保を行っています。 

生活支援コーディネーター、霧島市地域包括ケア・ライフサポートワーカーと

連携して、市全域、日常生活圏域、身近な地域の三層構造によるきめ細やかな相

談ネットワークの構築に努めます。また、職員の資質向上のため研修等の受講や

実施を行います。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（霧島市地域包括支援センターの運営） 

対象者 市民 開始年度 2006(平成 18)年度 

事業関係者 
霧島市地域包括ケア・霧島市地域包括ケア・ライフサポートワーカー、生活支援

コーディネーター 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

相談件数 

7,932件 

新規対応延件数 2,413件 

継続対応延件数 5,470件 

9,000件 
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② 権利擁護業務 

事業概要 

高齢者虐待および養護者への支援や、判断力の低下がある高齢者への支援など

を行い、高齢者の尊厳ある生活が継続できるよう専門的継続的な視点から必要な

支援を行います。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（霧島市地域包括支援センターの運営） 

対象者 市民 開始年度 2006(平成 18)年度 

事業関係者 成年後見センター（霧島市社会福祉協議会）、霧島市地域包括支援センター 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

成年後見・権利擁護に関する相談 106件 130件 

虐待に関する相談 30件 100件 

 

 

③ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

事業概要 

個々の高齢者の状況や変化に応じた包括的・継続的ケアマネジメントが実践

されるよう、介護支援専門員・主治医ほか多職種相互の協働の取り組みを進め、

地域ケア会議や研修会を活用しながら、個々の介護支援専門員に対する支援・資

質向上を図ります。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（霧島市地域包括支援センターの運営） 

対象者 介護支援専門員 開始年度 2006(平成 18)年度 

事業関係者 居宅介護支援事業所 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

介護支援専門員研修会開催数 2回 2回 

介護支援専門員等の後方支援 52件 60件 
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④ 介護予防ケアマネジメント業務 

事業概要 

要支援者等に対して、介護予防及び日常生活支援を目的として、その心身の状

況、選択に基づき、適切なサービスが包括的・効率的に実施されるよう介護予防

支援計画の作成、その他の必要な援助を行います。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（霧島市地域包括支援センターの運営） 

対象者 
要支援認定者 

総合事業対象者 
開始年度 2006(平成 18)年度 

事業関係者 居宅介護支援事業所 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

作成プラン数（介護予防支援含む） 16,365件 16,500件 
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３ 在宅医療・介護連携推進事業 

（１）在宅医療・介護連携推進事業 

事業概要 

高齢化が進展し、医療と介護の両方のニーズを有する高齢者の増加が予想さ

れる中で、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築を図るために、姶良

地区医師会に事業を委託し、姶良・伊佐地域振興局の支援を受け、霧島市、姶良

市、湧水町の２市 1 町に属する自治体及び関係機関と広域的に事業を展開して

います。課題への取り組みとして、①認知症に関する支援体制の構築を図る、②

終末期・看取りに関する在宅医療・介護の体制の構築を図る、③医療・介護関係

者等の研修会等の実施を推進するためにそれぞれ 3 つの部会を設け推進してま

いります。今後は市民への普及啓発に向けての取り組みも検討してまいります。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（社会保障充実分） 

対象者 市民、医療・介護従事者 開始年度 2016(平成 28)年度 

事業関係者 医師会、歯科医師会、薬剤師会、姶良・伊佐地域振興局、姶良市、湧水町他 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

入院時情報提供率 89.3％ 95％ 

退院時調整漏れ率 12.0％ 10％ 

 

（２）入退院支援コーディネーター 

事業概要 

霧島市地域包括支援センターに、入退院支援コーディネーターを 2名配置（保

健師が兼務）し、主に担当の介護支援専門員等がいない高齢者の入退院に関する

支援を行います。市民や関係機関等への周知を図ってまいります。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業（社会保障充実分） 

対象者 市民 開始年度 2017(平成 29)年度 

事業関係者 医療機関連携室、介護支援専門員 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

コーディネーター人数 2名 2名 

入退院支援コーディネート（延べ） 60件 80件 
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４ 相談支援体制の整備・充実 

（１）消費生活相談事業 

事業概要 

①消費生活相談事業 

消費者が安心して安全で豊かな生活を営むことができるように、消費生活セ

ンターに消費生活相談員を３名配置し対応しています。現在、高齢者のインター

ネットでの買い物トラブルや、ワンクリック詐欺、スパムメール被害、認知症高

齢者の消費トラブルについても相談が多くなってきており、民生委員と協力し

対応しています。 

また、消費者に対する教育活動として、出前講座や「消費者生活ビギナー塾」

といった講座を実施しており、民生委員の研修会や自治会の集まりの場を通じ

て消費者意識の啓発を図っています。 

②地域見守りネットワーク 

関係各課との連携を図り、民生委員と地域見守り支援員を含めた地域見守り

ネットワークの構築を進めていきます。 

③広報活動 

ホームページや広報誌、ＦＭきりしま等で消費トラブルに関する注意喚起や

出前講座等の周知を行っています。 

事業区分 消費生活相談事業 

対象者 市民（一般消費者） 開始年度 2009（平成 21）年度 

事業関係者 商工振興課 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

相談件数 856件 950件 

出前講座数 17回 15回 

相談件数 9件 100件 
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（２）まちかど介護相談所・まちかど丸ごと相談所設置事業 

事業概要 

霧島市地域包括ケア・ライフサポートワーカーが在籍する介護サービス事業

所において、地域住民の方が身近なところで、高齢者福祉や介護に関する相談を

はじめ、地域生活の困りごとについて気軽に相談できる相談所を設置します。 

これまでのまちかど介護相談所を共生社会対応型の相談所として位置づけ、

霧島市地域包括支援センターを中心とした「早く専門職に出会い、伴走していく

体制づくり」を進めていきます。 

今後も継続して支援していきます。 

事業区分 地域支援事業 包括的支援事業 総合相談事業 

対象者 市民 開始年度 2012(平成 24)年度 

事業関係者 霧島市地域包括ケア・ライフサポートワーカー、霧島市地域包括支援センター 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

相談件数 9件 100件 

 

（３）家族介護者交流会事業（家族介護支援事業） 

事業概要 

家族を介護している者が、介護に対する悩みや不安の相談、介護者相互の交流

の場を提供し、精神的なケアに努めています。 

また、家庭で介護を行う際のちょっとしたポイントなどを学ぶ研修の機会を

設けており、在宅介護を行う家族介護者の負担軽減を図っています。 

今後は、より身近に相談ができるように、家族介護者同士の情報交換や相談で

きる場を日常圏域ごとに開催できるようなメニューの開発に取り組みます。 

事業区分 地域支援事業 任意事業 家族介護支援事業 

対象者 家族介護者 開始年度 2013(平成 25)年度 

事業関係者 霧島市地域包括支援センター、霧島市地域包括ケア・ライフサポートワーカー 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

実施回数 6箇所 10箇所 

参加者人数 106人 150人 
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（４）こども・くらし相談センター 

事業概要 

近年、福祉ニーズが多様化・複雑化している中、複合的な課題を抱える市民の

相談に包括的に対応し支援するため、包括的相談支援体制として、令和２年４月

に、暮らしの中で抱える様々な相談（主に福祉分野）に応じる窓口「こども・く

らし相談センター『にじいろ』」を開設しました。 

引き続き、相談者が複数の相談窓口に赴くことなく複合的な悩みを総合的か

つ円滑に相談できる体制を整え、相談者が抱える問題に応じた支援を包括的に

提供できるよう必要な調整を図ります。 

事業区分 ――― 

対象者 市民 開始年度 2020(令和 2)年度 

 

 

５ 成年後見制度の利用促進に向けた取り組み 

（１）成年後見利用支援事業 

事業概要 

身寄りのいない認知症高齢者等で、成年後見制度を利用することが困難な場

合に市長が法定後見制度を使って後見開始の申立てを行います。また、制度を利

用するにあたり費用を負担する事が困難な人に対して申立てに係る費用や後見

人報酬に係る費用を助成します。 

事業区分 地域支援事業 任意事業 その他の事業 

対象者 
判断能力が不十分または欠く者で後見

人が必要な者 
開始年度 2007(平成 19)年度 

事業関係者 霧島市成年後見センター（霧島市社会福祉協議会） 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

市長申立て件数 7件 10件 
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６ 保健福祉事業等 

（１）家族介護用品支給事業 

事業概要 

要介護３以上の者または重度心身障がい者を介護している者（市民税非課税

に限る）に対し、家族の経済的負担の軽減のため、月額 6,000円（要介護度４、

５）と月額 4,000円（要介護度３【全介助に限る】、重度心身障がい者）の介護

用品給付券を支給することで、介護者の身体的、精神的、経済的負担の軽減を図

ります。 

引き続き、在宅介護者の負担軽減の一助として継続して実施します。 

事業区分 保健福祉事業（65歳以上）  社会福祉総務費事業（それ以外） 

対象者 重度要介護者の家族 開始年度 2006(平成 18)年度 

事業関係者 ――― 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

世帯数 70件 76件 

 

（２）高齢者福祉手当事業 

事業概要 

 長期間にわたり在宅において常時寝たきりや重度の認知症の高齢者を介護し

ている方に対し、その労をねぎらうため、福祉手当（月額 3,000円）を支給しま

す。 

事業区分 老人福祉費事業 

対象者 重度要介護者の家族 開始年度 2006(平成 18)年度 

事業関係者 ――― 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

受給者数 53人 60人 
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（３）食の自立支援事業（配食サービス） 

事業概要 

身体・精神状態等により自ら買い物、調理が困難な状況の方を対象にして、１

日２食、365日の配食サービスを提供し、栄養改善及び安否確認等を行います。 

今後も、民間配食サービスとのすみわけを進めながら、配食エリアを細分化す

ることで事業者の参入を容易にするなど、継続して提供できるよう体制整備を

図るとともに、関係機関と連携し、地産地消を取り入れたメニュー提供などに取

り組みます。 

事業区分 
保健福祉事業（65歳以上・地域生活配食事業） 

社会福祉総務費 事業（65歳未満・自立支援配食事業） 

対象者 日常的な見守りが必要な高齢者等 開始年度 1978(昭和 53)年度 

事業関係者 霧島市社会福祉協議会、社会福祉法人政典会、宅配クック１２３ 

事業評価指標（活動指標） 令和元年度実績 目標（見込） 

地域生活配食事業（65歳以上） 115,794食 120,000食 

 

（４）救急時情報提供書の活用 

事業概要 

本市では、長寿・障害福祉課と消防局が連携し、救急時情報提供に承諾した要

介護認定者の認定情報（認知機能レベル、持病、かかりつけ医など）を情報シス

テム上で共有しています。 

これにより、救急出動した際に個人名などで検索することで、必要な情報を現

地に到着する前に得ることができ、その後の対応がスムーズになります。 

今後は、長寿・障害福祉課が保有する認定者情報だけでなく、障がいのある方

についても、情報共有ができるよう検討します。 

事業区分 ――― 

対象者 市民 開始年度 ――― 

事業関係者 消防局 

 

 

  


